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簡単なまとめ

• 国立大学法人は、6年間の中期目標が文部科学大臣から示され、それを受けて中
期計画を策定し、運営している。

• 現在、第4期中期目標期間の4年目で、来年度「4年目終了時評価」が実施される。

• 具体的には、来年の4月から6月にかけて中期目標の達成度や学部、研究科の教
育・研究の質に関する評価書類を各国立大学は文部科学省などに提出する。

• なお、第4期中期目標期間の国立大学法人評価については、各大学が立てた指標
の評価を活用した評価が実施される。

• 第3期までは各大学は年度計画を策定し、文部科学省に毎年、届出を行っていた
（その業務実績報告も提出）→第4期からは年度計画の届出はなくなった。

• なお、教育、研究の質の評価（現況分析）については、本セミナーにおいては取り扱
わない。
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※一部、「正確さ」よりも、「わかりやすさ」を優先した表現にしております。



国立大学法人評価とは 3

中期目標

中期計画

年度計画

達成状況報告書 現況調査表
6年ごとに
大臣が示す

大学が策定し
認可を受ける

大学が策定し
届出をしていた
（3期まで）

目標の達成状況を
報告し評価を受ける

教育・研究の質を
学部、研究科等を
単位に報告し評価
を受ける

参考データ
3期では、①「データ分析集」：各学部・研究科等における４年間の経年変化＋同じ
学系内の各学部・研究科等の状況、②「入力データ集」：「データ分析集」の基となる
各学部・研究科等の状況についての入力データとしていたが、4期では「現況分析基
本データ」として厳選。

政府公表データなども活用

記述＋根拠資料
記述＋根拠資料
（4期目は指標がメイン）

ほかに業務実績報告書もあり



６年サイクルの計画と評価

28 29 30 1 2 3

６年ごとのユニットを「中期目標期間」という。第４期は、「第４期中期目標期間」。

16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27

4 5 6 7 8 9

第１期

第２期

第３期

第４期

4+2年で評価

4+2年で評価

６年で評価
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現況調査表を活用した評価を実施

4+2年で評価



R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10年度

Ⅰ 国立大学法人評価とは国立大学法人評価について

（目 的）
◆ 法人が中期目標・中期計画を着実に実施し、投じた国費が有効・適切に使用されたかどうかを国とし

て検証
◆ 法人の業務の継続的な質的向上に資するとともに、法人の状況を分かりやすく示し、社会への説明責

任を果たす

（概 要）
◆ 国立大学法人法第３１条の２及び第３１条の３に基づき、「国立大学法人評価委員会」が、国立大学

法人等の教育研究や業務運営等の実績について、中期目標期間（６年）ごとに評価
◆ 各法人の自己点検・評価に基づき、中期目標の達成状況等について調査・分析を行い、各法人の業務

全体を総合的に評価
◆ 法人間を相対比較する趣旨ではないことに十分留意

第４期中期目標期間（４年目終了時）の評価
中期目標期間終了時に見込まれる中期目標の達成状況の評価

第 ４ 期 中 期 目 標 期 間 第 ５ 期

※ 国立大学法人法の改正により、令和３事業年度から年度評価を廃止

第４期中期目標期間の評価

第３期中期目標期間の評価

中期目標の達成状況の評価
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◆各法人は、中期目標を達成するための計画を「中期計
画」として作成し、文部科学大臣の認可を受けるとと
もに公表

◆文部科学大臣は、中期計画の認可に当たり、あらかじ
め、国立大学法人評価委員会の意見を聴く必要がある

◆文部科学大臣は、６年間において各法人が達成すべき業
務運営等に関する目標を「中期目標」として定め、これ
を各法人に提示するとともに公表

◆文部科学大臣は、各法人の意見を聴き、これに配慮する
とともに、国立大学法人評価委員会の意見を聴いた上で
各法人の中期目標を決定

中期目標・中期計画について

中 期 目 標 中 期 計 画

１．教育研究の質の向上に関する事項

２．業務運営の改善及び効率化に関する事項

３．財務内容の改善に関する事項

４．教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら
行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に
関する事項

５．その他業務運営に関する重要事項

中期目標の事項（国立大学法人法第30条第２項）

１．教育研究の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

２．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべ
き措置

３．前二号に掲げる措置の実施状況に関する指標

４．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

５．短期借入金の限度額

６．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その
計画

７．剰余金の使途

８．その他文部科学省令で定める業務運営に関する事項
（施設及び整備に関する計画、人事に関する計画、中期目標の期間を
超える債務負担、積立金の使途、その他国立大学法人等の業務の運
営に関し必要な事項）

中期計画の事項（国立大学法人法第31条第２項）

第１期：平成16年4月～平成22年3月

第２期：平成22年4月～平成28年3月

中期目標期間

第３期：平成28年4月～令和４年3月

第４期：令和４年4月～令和10年3月 現在
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国立大学法人評価の仕組み

国立大学法人の中期目標

（国立大学法人法第31条の3ほか）

中期目標の評価方法

大学改革支援・学位授与機構

国立大学法人評価委員会

中期目標

 教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価

※法令ではなく実施要領において、現況分析の実施を規定

学部・研究科等の教育研究の水準の分析（現況分析）※

中期目標

 業務運営の改善及び効率化

 財務内容の改善

 自己点検・評価及び情報提供

 その他業務運営に関する重要事項

の達成状況に関する評価

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

中期目標

 教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価

Ⅰ

（国立大学法人法第30条）

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する事項

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項

1

2

3

4

社会との共創

教育

研究

その他社会との共創、教育、研究に
関する重要事項

評価を要請 評価結果の提供

6段階
判定

6段階
判定

大学改革支援・
学位授与機構の
評価結果を尊重
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大学改革支援・学位授与機構が行う国立大学教育研究評価の仕組み

大学改革支援・学位授与機構

中期目標      教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価
中期計画及び評価指標の達成状況を分析し、

中期目標の達成状況を総合的に判断

6段階
判定

Ⅰ
学部・研究科等の教育研究の
水準の分析（現況分析）

※４年目終了時評価のみ

A学部

B学部

C研究科

※研究業績については、対象組織の教員数の20％を上限に提出可能

研究業績水準判定※

研究業績水準判定※

研究業績水準判定※

研究の状況教育の状況

4段階
判定

4段階
判定

4段階
判定

A研究院

B研究院

C研究院

4段階
判定

4段階
判定

4段階
判定

（分析単位：学部・研究科等） （分析単位：教員の主たる所属組織）

（第３期：865組織） （第３期：591組織）
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